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Ⅲ　決算収支の状況

 1.　実質収支の状況

　　歳入歳出差引額（形式収支）は、185億9,900万円の黒字であり、これから翌年度に繰り越すべき財源45億7,909万

　円を控除した実質収支は、140億1,991万円の黒字である。

　　実質収支の標準財政規模（標準的な状態で通常収入されると見込まれる経常的一般財源の規模を示すもので、標

　準税収入額等に普通交付税、臨時財政対策債発行可能額を加えた額）に対する割合である実質収支比率は3.8％で

  あり、前年度（3.6％）と比べて0.2ポイント増となっている。

　　なお、実質収支が赤字の団体は０団体となっている。

第２表　決算収支の状況 （単位：千円、％(「増減」はポイント））

令和元年度

区　　分 歳入歳出差引額

（形式収支） 収　支　額 比  率 収　支　額 比  率 収　支　額 比  率

市 計 12,486,871 9,163,154 3.6 8,097,719 3.2 1,065,435 0.4

町 村 計 6,112,130 4,856,759 4.2 5,193,948 4.5 △337,189 △0.3

市 町 村 計 18,599,001 14,019,913 3.8 13,291,667 3.6 728,246 0.2

※　実質収支比率は加重平均

 2.　単年度収支の状況

    当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は、前年度の8億2,743万円の黒字から7億

1,483万円となった。また、単年度収支が赤字の団体は全体の47.5％の19団体(前年度13団体）となった。

 3.　実質単年度収支の状況

　　単年度収支に、実質的な黒字要素である財政調整基金積立額（48億5,054万円）及び地方債繰上償還額（8億6,466

　万円）を加えた額から、実質的な赤字要素である財政調整基金取崩額（100億4,366万円）を差し引いた実質単年度

　収支は、前年度の42億4,596万円の赤字から36億1,363万円となった。また、実質単年度収支が赤字の団体は全体の

　67.5％の27団体（前年度24団体）となった。

第３表  赤字の団体数の状況

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

市 計 0 0 0 0 0

実 質 収 支 町 村 計 0 0 0 0 0

市 町 村 計 0 0 0 0 0

市 計 0 5 7 3 6

単 年 度 収 支 町 村 計 8 20 18 10 13

市 町 村 計 8 25 25 13 19

市 計 2 5 9 7 6

実質単年度収支 町 村 計 3 18 23 17 21

市 町 村 計 5 23 32 24 27
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区        分

Ⅳ　歳 入 の 状 況

 1.　概　　況

　歳入の主な内訳は、地方交付税2,005億7,588万円（構成比28.2％）、地方税1,510億2,707万円（構成比21.2％）、

国庫支出金1,207億4,358万円（構成比16.9％）、地方債751億3,838万円（構成比10.6％）、県支出金554億4,663

万円（構成比7.8％）となっている。

　対前年度伸び率では、増要因として、①地方交付税が、普通交付税の増などにより、1.4％の増（前年度2.2％

減）、②地方債が、緊急防災・減災事業債の増などにより、12.3％の増（前年度3.7％減）、③国庫支出金が、普

通建設事業の増などにより、7.3％の増（前年度1.0％増）、④その他が、基金繰入金の増などにより、4.8％の増

（前年度2.5％減）となり、減要因として、臨時財政対策債が18.6％の減（前年度1.6％減）となっている。歳入

全体としては、3.5％の増（前年度1.0％減）となった。

第４表　歳入決算額の状況 （単位：千円、％）

構成比 構成比 R元年度 H30年度

151,027,065 21.2 151,431,907 22.0 △ 404,842 △0.3 △0.6

5,736,730 0.8 5,494,249 0.8 242,481 4.4 1.2

1,773,934 0.2 677,462 0.1 1,096,472 161.8 20.7

200,575,875 28.2 197,899,280 28.8 2,676,595 1.4 △2.2

普 通 交 付 税 176,439,304 24.8 173,426,412 25.2 3,012,892 1.7 △3.2

特 別 交 付 税 20,682,302 2.9 21,922,891 3.2 △ 1,240,589 △5.7 3.4

震災復興特別交付税 3,454,269 0.5 2,549,977 0.4 904,292 35.5 23.7

24,789,321 3.5 26,594,207 3.8 △ 1,804,886 △6.8 5.6

383,902,925 53.9 382,097,105 55.5 1,805,820 0.5 △1.0

120,743,576 16.9 112,572,858 16.4 8,170,718 7.3 1.0

55,446,626 7.8 52,894,028 7.7 2,552,598 4.8 1.1

75,138,382 10.6 66,894,067 9.7 8,244,315 12.3 △3.7

うち臨時財政対策債 16,163,482 2.3 19,852,467 2.9 △ 3,688,985 △18.6 △1.6

77,155,780 10.8 73,612,172 10.7 3,543,608 4.8 △2.5

328,484,364 46.1 305,973,125 44.5 22,511,239 7.4 △0.9

712,387,289 100.0 688,070,230 100.0 24,317,059 3.5 △1.0

※　地方消費税交付金等には、地方消費税交付金のほか、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、

　ゴルフ場利用税交付金、軽油引取税交付金、自動車取得税交付金及び環境性能割交付金を含む。
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